
平野の地下水

（地層）

山の地下水

（岩盤割れ目）

地下水に予防原則を適用できるか？
ー遊佐町の鳥海山湧水の例ー
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胴腹滝湧水
臂曲採石

1986～2000
2004～2013

37年前から始まった鳥海山の
採石と地下水問題

ー条例：地域の実情を踏まえた法ー

地域環境運動の展開過程と「停滞」の諸要因

ー山形県遊佐町における岩石採取反対運動の事例からー
三須田善陽（2018）総合政策, v.19, 57-76.

協定違反
×ｺﾝｻﾙ調査(1995)
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2009年11月

私有地

町有地

採石場からの排水
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・ 地下水と降水の識別可能
・ 採石場排水は地下水

●2010年2月12日
●場所　藤井公民館

●主催　胴腹滝周辺環境保全協
議会／共催　遊佐町共同開発米
部会、藤井生産組合

（遊佐町主催ではなかった）
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急斜面
＞700ｍ
緩斜面

西麓湧水

南麓湧水

地形解析ソフトで作成した吉出山と鳥海火山の概観図

標高を2.5倍

南折川

：～100ｍ間隔割れ目からの

岩盤湧水

南ノコマイ

500ｍ 水道水、農業用水

胴腹滝湧水

認可基準：採石により産業や公共の福祉に反する場合
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 遊佐町の健全な水循環を

保全するための条例

（2013年：基本理念）

（1）地下水・湧水を公共水とする.

（2）地下水脈は、現代の科学にお

いてその全容を解明することは困

難であり、一旦損傷した場合の復

旧が不可能又は極めて困難であ

ることに鑑み、その保全を図る施

策は予防原則に基づくものでなけ

ればならない.（山の岩盤亀裂水） 

2012年12月24日

・採石場排水と南部
　湧水の有意な関係
・採石拡大のリスク
・可能なﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ

平野の地下水に
適用できるか？ 6大野協議会-3.22中野



（遊佐町の戦い方：弁護士）
 採石事業者は「地下水脈等を損傷するおそれ」につ
いて科学的根拠がないと主張。裁判の前半は科学論争
に引き込まれそうになる。

しかし，後半は，「予防原則」(第五次環境基本計画)
の観点から，自治体が環境保全の条例を制定する裁量
（立法裁量）があることを中心に主張していった。

事業者は県を提訴⇒県(処分庁)から協力要請

2013年：地下水保全で町長選、条例施行（採石停止）
2016年：業者採石申請、県は採石申請を不認可(12/20)
2017年：業者が町を提訴⇒地裁→高裁→最高裁
　 10月：業者側○大学の科学的見解の誤りについて
　　　　　企画課と弁護士 　＋ 　町民有志に説明
  （2日間＋現地説明）  

条例(町) と科学診断(県)がそれぞれ独立して対応

（公害等調整委員会）
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1.町条例が採石法に抵触して無効か
2.町条例が自然環境保全法に抵触して無効か
3.町条例が憲法２２条１項（営業の自由）に反するか
4.町条例が憲法２９条１項及び３項（財産権の保障）
に反するか

5.町条例及び町処分に適正手続違反があるか
6.本件事業は規制対象事業に該当するか
7.遊佐町が処分するに当たって指導配慮義務違反があ
るか

8. 損失補償の要否及びその額

条例の争点：法律の範囲内か否か

町も提訴：協定を破った深度の採石に対して
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(規制対象事業)
第16条　
(1) 水源涵養機能阻害・水源涵養量減少
(2) 地下水等の水質悪化 
(3) 地下水脈損傷
(4) 水道水、農業用水等の確保に支障

第17条　協議対象事業の協議の届出
⇒遊佐町水循環保全審議会の意見聴取
⇒可否認定（届出日から60日以内）

（規制対象事業の該当基準：水源涵養減少）
地表から2ｍ以上の採石
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高裁判決文（ 2020年12月13日）
「土石又は砂利の採取は表土の掘削を伴うものであるから，
これを無制限に認めると，地下水脈や水源，その涵養域に
影響を与えかねない。」
「地下水脈の損傷により影響を受ける機能は低地への水
の流れにとどまるものではなく，地下水を涵養する機能，
土壌が水を浄化する機能等（本条例3条2号参照）もこれに
含まれるから，上記主張は採用することができない。」

地裁判決文（2019年12月3日）
「岩石採取等のために・・水道水源にもなっている地
下水の水質や水量に影響が出ることもあり得るとい
えるから・・・土地の形質を変更する事業の実施を規
制する必要がある。」
「地下水が少なくとも毎分2. 5リットル湧出しているか
ら，鳥海山からの地下水の影響が認められる」
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「～，町条例の規制は，その必要性が認められ，
～一定の事業に対し，その営業の自由に一定程
度の制約を及ぼすこととなるものの，予防原則
の観点から相応の規制が許容されるべきである
といえるし，～水循環の保護と営業の自由に基
づく事業遂行の確保との調和が図られていると
いえる。
 よって，町条例はこれを制定した遊佐町町議
会の裁量の範囲を逸脱し著しく不合理であると
は認められず，憲法２２条１項に反するものと
はいえない。」

争点３　町条例が憲法２２条１項（営業の自由）　　
　　　　　に反するか（主位的請求）
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「本件では，原告（採石事業者）の犠牲のもとに，遊
佐町の住民の利益が保護されているといえるから，町
処分による原告に対する制約は，原告に特別の犠牲を
強いるものといえ，被告（遊佐町）は，原告に対して，
その損失を補償すべきである。
 原告は，町処分によって，採石事業を実施すること
ができなくなっているものの，その他の方法で本件各
土地を活用することまで全面的に否定されているもの
ではないから，補償額は採石権の評価額とするのが相
当である。本件各土地の採石権の評価額は，岩石採取
前の本件各土地の評価額の３割であるといえる。」

争点８ 損失補償の要否及びその額（予備的請求）
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溶岩の岩盤割れ目からの地下水（2.5L/分）

採石場排水

岩盤湧水 降水 → 土砂内の水採石場
排水

＝ ＝

どちらの見解が正しいかは、
岩盤湧水と採石場排水の水質を示せば済む話

県の処分庁 → 公害等調整委員会 ← 業者
（中野) （○大学)

10±1℃
80±10 S/cm
～数10L/分
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降水
（3地点） 湿地水

土砂からの湧水（浅い地下水）
土砂湧水起源の地表水

岩盤湧水起源の地表水
岩盤湧水（深い地下水）

被告側
155地点、283試料
主要7成分と微量48元素の濃度
水素,酸素,ｽﾄﾛﾝﾁｳﾑの安定同位体比

原告側
13地点、16試料
主要8成分の濃度
水素･酸素の安定同位体比

一般的な水質成分に関する理解があれば明白
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採石場排水
（原告）

同一地点の
湧水でも
時間的な
水質変化有

↓
採石場排水
は岩盤湧水
ではないと
言えるか

？！

南麓湧水

胴腹滝

白井水源と
胴腹滝の間の湧水

採石場排水
（被告）

≠

岩盤湧水：2010年7月
（原告）

採石場の排水
は岩盤湧水と
水質が違う

＋

採石場排水
（被告） 

2021年9月
（原告） 

地下水

＋＋
降水土砂地下水

カルシウム
やケイ素の
濃度が明瞭

に異なる
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鳥海山は溶岩でできた火山
雪の減少や土地改変(採石範囲拡大)

による影響
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第４ 結論

以上によれば、その余の点について判断するま
でもなく、本件不認可処分は適法であり、

その取消しを求める本件裁定申請には理由がな
いから、本件裁定を棄却することとし、主文のとお
り裁定する。

令和４年６月２３日

公害等調整委員会裁定委員会

科学的診断の可否には言及しておらず、2ｍま
での土砂採取も含め、土地改変に伴う地下水リ
スクは完全には取り除かれていない.

主文：申請人の本件裁定申請を棄却する

処分庁：町が勝訴したので業者は採石できなくなった。
　　　　　 認可申請の却下を公調委に求めた。
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予防原則（リオ宣言第5原則、1992年）

環境を保護するため、各国はその能力に応じて予防原則を広く

講じなければならない。重大なあるいは取り返しのつかない被

害があるところでは、完全な科学的確実性がないことを、環境

悪化を防止する費用対効果の大きい対策を引き伸ばす理由に

してはならない.

（遊佐町の健全な水循環を保全するための条例、2013年）

健全な水循環に、長期にわたり極めて深刻な影響又は回復困

難な影響をもたらすおそれがある場合においては、科学的証拠

が欠如していることをもって対策を遅らせる理由とはせず、その

原因となる行為や将来の影響について、科学的知見の充実に

努めながら、必要に応じて予防的な対策を講ずる原則をいう。 
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1.　予防原則の科学的内容に踏み込む裁定ではなかった.
• ｺﾝｻﾙ委託調査(1995年；1500万)では因果関係不明.
• 条例制定後の町の調査は不十分のまま現在に至る
    （原告側からの強い批判）.
• 公調委の専門委員は水質専門家ではなく、処分庁に対

して地下水診断に自信があるなら予防原則を主張する
必要はないのでは、という質問もあった.

• 公調委による現地視察は無く(できない？)、原告側の大
学がボーリング調査を実施した.

• 有志町民による豊富な岩盤湧水量の確認有り
→規制対象事業に対する（事前）調査の主体（事業者）
→科学的診断に対する行政の理解向上＋町民の理解共有
2.　流域の健全な水循環の実現に条例を活かす指摘がな
　　された.
→流域の水循環について、科学的不確実性を少なくする費
   用対効果が高く、職員・市民だけでなく専門家や弁護士も
　 理解可能な活動が必要ではないか・・・ 19大野協議会-3.22中野


